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港 湾 事 業 会 計               

 

１  業 務 実 績        

 ⑴  業 務 量        

   港湾事業会計は，「港湾管理事業」と「港湾施設運営事業」の２事業に分けて実施しており， 

「港湾管理事業」は，岸壁，物揚場，ふ頭用地等の管理事業を行い，「港湾施設運営事業」は，上屋， 

荷役機械等の運営事業，引船事業及び船舶給水事業を行っている。 

  業務量の推移をみると，第１表のとおりである。 

  ア  港湾管理事業        

    「岸壁使用」のうち外航船は，隻数で２，９７３隻，総トン数では３，４１６万トンとなり， 

   事業者の移転に伴い摩耶地区において利用の減があったものの，ポートアイランド（第２期）地   

区における供用開始に伴う増等により，前年度に比べ３９５隻（１５．３％），５１２万トン 

 （１７．７％）増加している。 

    また，内航船は，隻数で２万９，５１１隻，総トン数では３，１９６万トンとなり，ポートア

イランド地区で自動車運搬船の増はあったものの，フェリーの共同運航による減等により，前年

度に比べ２，５４９隻（８．０％），４０４万トン（１１．２％）減少している。 

    この結果，岸壁使用全体では，隻数は３万２，４８４隻で，前年度に比べ２，１５４隻 

（６．２％）減少し，総トン数では６，６１３万トンとなり，前年度に比べ１０８万トン 

（１．７％）増加している。 

    「物揚場使用」の総トン数は４８万トンで，ポートアイランド地区において取扱量の増があっ

たため，前年度に比べ９６千トン（２４．７％）増加している。 

    「ふ頭用地使用」の一般使用は４，２６２万㎡，専占用使用は年度末現在５２万㎡となってい

る。一般使用では，摩耶地区で事業者の移転に伴う減があったものの，ポートアイランド地区で

建設機械関係の取扱量の増があったため，前年度に比べ２８８万㎡（７．３％）増加し，専占用

使用では主としてポートアイランド（第２期）地区のコンテナバースの供用開始に伴う増により，

前年度に比べ１３万㎡（３４．９％）増加している。 

    「けい船浮標使用」は，隻数で５５隻，総トン数で１２万トンとなり，空港島工事の進捗に伴

う作業船の減等により前年度に比べ３４隻（３８．２％），８万トン（４１．９％）減少している。 

    「港湾幹線道路使用」は８４１万台で，大型車の利用は増加したものの，港湾関連事業者に対

する摩耶大橋通行料の免除に伴う減により前年度に比べ２３万台（２．７％）減少している。 

    「入港船舶」は１億６，１６１万トンで，主に貨物船等の外航船の減少及びフェリーの共同運

航により，前年度に比べ１３９万トン（０．９％）減少している。 

    「普通財産貸付」は２０５万㎡で，ポートアイランド（第２期）や摩耶地区への企業の進出に

より，前年度に比べ１５万㎡（８．１％）増加している。 
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  イ  港湾施設運営事業 

    「上屋使用」の一般使用は４，１１４万㎡，専用使用は１１万㎡で，一般使用では六甲アイラ

ンド地区等の増により，前年度に比べ２９万㎡（０．７％）増加している。 

    「ガントリークレーン使用」は８，２８６回で，ポートアイランド（第２期）で増があったも

のの，事業者の移転に伴う摩耶地区の休止により，前年度に比べ２，７２７回（２４．８％）減

少している。 

    「引船使用」は２３５隻で，前年度に比べ６隻（２．５％）減少している。 

    「船舶給水」は３２万㎥で，前年度に比べ２４千㎥（７．０％）減少している。 

 

の　　　比　　　較

隻 395 15.3 35 1.4

ト ン 5,129,744 17.7 4,921,128 20.4

隻 △ 2,549 △ 8.0 △ 7,073 △ 18.1
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　　　２　「ふ頭用地使用」及び「上屋使用」の一般は延べ使用面積，専占用は年度末現在の使用許可面積を表示し
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備考：１　「入港船舶」は，入港料の対象となった船舶のトン数を表示している。
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 ⑵ 港湾施設の整備 

ポートアイランド（第２期）事業では，多目的バースの整備を進めるとともに，引き続き，島内

道路等の整備を進めた。 

   ポートアイランド沖事業では，係留施設背後のふ頭用地の整備等を行った。 

   神戸港の活性化事業では，ポートアイランドコンテナバースを公共ふ頭として再開発を引き続き

推進した。 

また，新交通ポートアイランド線延伸事業を進め，臨港交通体系の整備を行った。 

更に，新港東ふ頭と主要道路を結ぶ新港東ふ頭連絡線の整備を進めた。 

 

２ 予算の執行状況 

 ⑴ 収 益 的 収 支        

   収益的収支の執行状況をみると，第２表のとおりである。 

   収益的収入は，予算額２１１億４，８００万円に対して決算額２０３億４，４５７万円で，執行

率は９６．２％となっている。これは主として，賃貸料,荷役機械使用料及びふ頭用地使用料が減少

したことによる。 

   収益的支出は，予算額２３０億６，７００万円に対して決算額２１８億８，２７４万円で，執行

率は９４．９％となっている。これは主として，業務費，減価償却費，支払利息及び企業債取扱諸

費が減少したことによる。 

(単位　金額：千円，比率：％）

金額(Ａ) 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 21,148,000 100.0 20,344,574 100.0 △ 803,426 96.2

(1) 17,561,000 83.0 17,364,530 85.4 △ 196,470 98.9

ア営 業 収 益 12,441,975 58.8 11,543,803 56.7 △ 898,172 92.8

イ営 業 外 収 益 5,119,025 24.2 4,762,814 23.4 △ 356,211 93.0

ウ特 別 利 益 － － 1,057,913 5.2 1,057,913 皆増

(2) 3,587,000 17.0 2,980,045 14.6 △ 606,955 83.1

ア営 業 収 益 3,474,314 16.4 2,847,350 14.0 △ 626,964 82.0

イ営 業 外 収 益 112,686 0.5 132,694 0.7 20,008 117.8

1 23,067,000 100.0 21,882,740 100.0 1,184,260 94.9

(1) 18,228,000 79.0 17,332,587 79.2 895,413 95.1

ア営 業 費 用 10,524,428 45.6 9,866,789 45.1 657,639 93.8

イ営 業 外 費 用 7,703,572 33.4 7,465,798 34.1 237,774 96.9

(2) 4,833,210 21.0 4,550,153 20.8 283,057 94.1

ア営 業 費 用 3,693,651 16.0 3,413,603 15.6 280,048 92.4

イ営 業 外 費 用 1,111,559 4.8 1,111,558 5.1 1 100.0

ウ特 別 損 失 28,000 0.1 24,992 0.1 3,008 89.3

(3) 5,790 0.0 － － 5,790 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

第　２　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

 執 行 率
 (B/A×
     100)

港 湾 管 理 事 業 費

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減
又 は 不 用 額

港湾施設運営事業費

予 備 費

収 益 的 収 入

港 湾 管 理 事 業 収 益

収 益 的 支 出

港湾施設運営事業収益
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 ⑵ 資 本 的 収 支        

   資本的収支の執行状況をみると，第３表のとおりである。 

   当年度の資本的収入の決算額は２８８億８，９７７万円で，翌年度繰越工事資金４億２，７２０

万円を除く当年度財源充当額は２８４億６，２５７万円である。これに対して資本的支出の決算額

は３４８億９，８２３万円で，その不足する額６４億３，５６５万円を，消費税資本的収支調整額

２，３８７万円，前年度繰越工事資金４億１，６００万円で補てんしているが，なお不足する５９

億９，５７８万円は借入金等で措置している。 

  ア 資 本 的 収 入        

    資本的収入は，予算額３８７億２，３８０万円に対して決算額２８８億８，９７７万円で，執

行率は７４．６％となっている。これは主として，基金繰入金等他会計繰入金が減少したこと及

び，権利金収入の減に伴い組入金が減少したことによる。 

    以下，各項目別に決算状況を述べる。 

    「企業債」は７２億９，１７５万円で，資本的収入の２５．２％を占めており，主な充当内訳

は，ポートアイランドコンテナバース再開発等の埋立費に５７億１，３２４万円，第８南防波堤

工事等に係る港湾直轄事業費負担金に５億９，１３２万円及び新交通ポートアイランド線延伸事

業等の港湾建設費に５億７，８０５万円となっている。 

    「他会計繰入金」は３９億７，１０６万円で，内訳は，港湾事業基金（以下「基金」という。）

からの繰入金３９億４，２８１万円及び基金からの借入金２，８２５万円である。 

    「他会計補助金」は６３億２，６８７万円で，主として企業債等償還金に係る一般会計補助金

である。 

    「国庫支出金」は７億２４０万円で，主として新交通ポートアイランド線延伸事業,ポートアイ

ランド（第２期）島内道路等の港湾建設費６億４９０万円である。 

    「財産収入」は２３億３，２０４万円で，六甲アイランド土地売却代等１２億５，３８２万円

及びポートアイランド（第２期）に係る新都市整備事業会計からの負担金収入５億４，９６０万

円等である。 

    「組入金」は１２億１，３７０万円で，賃貸料・ふ頭用地使用料６億９，７４５万円及び権利

金５億１，６２４万円を組み入れたものである。 

    「雑収入」は７０億５，１９３万円で，主な内訳は，財団法人神戸港埠頭公社（以下「公社」

という。）等からの貸付金返還金５６億３，３０７万円である。 

  イ 資 本 的 支 出        

    資本的支出は，予算額４４８億８，８００万円に対して決算額３４８億９，８２３万円で，執

行率は７７．７％となっている。 

    以下，主な項目について決算状況を述べる。 
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   (ｱ) 建 設 改 良 費        

     建設改良費は１３４億１，５１５万円で，資本的支出の３８．４％を占めている。     

「港湾建設費」は１２億３，０２０万円で，新交通ポートアイランド線延伸事業８億  

５，２００万円，ポートアイランド（第２期）島内道路整備１億６，８００万円等である。な

お，工程調整のため，埠頭保安設備整備等で３１億３，２８０万円を翌年度へ繰り越したため，

執行率は２８．１％となっている。 

     「港湾環境整備費」は４億１，３００万円で，主な内訳は，中突堤・高浜緑地等の工事請負

費２億４，００６万円及び大阪湾広域臨海環境整備センターへの工事委託料１億７，０００万

円である。なお，東部臨海部緑地整備で３，９００万円を翌年度へ繰り越したため，執行率は

９１．４％となっている。 

     「港湾直轄事業費負担金」は６億６，１０８万円で，第８南防波堤整備費である。なお， 

    ８９１万円の不用額を生じたため，執行率は９８．７％となっている。 

     「埋立費」は９９億３５９万円で，主な内訳は，ポートアイランド（第２期）事業３１億 

    ４，８２３万円，ポートアイランドコンテナバース再開発に係る港湾関連用地，ふ頭用地購入

等５６億６，２４７万円である。なお，埠頭保安設備整備等で３億２，０００万円を翌年度に

繰り越し，港湾関連用地等の購入やポートアイランド（第２期）事業等で１０億１，２９０万

円の不用額を生じたため，執行率は８８．１％となっている。 

     「荷役機械整備費」は，１億１，２００万円で，ポートアイランド（第２期）のクレーンレ

ールの整備費である。 

「土地等購入費」は４億２，３７０万円で，六甲アイランドライナーバースの購入費である。

「関連建設改良費」は５億６，７７９万円で，資本勘定支弁職員に係る人件費等である。 

   (ｲ) 投 資        

     投資は２６億６，５９８万円で，全額基金造成費である。なお，３０億６，６１０万円の不

用額を生じたため，執行率は４６．５％となっている。 

   (ｳ) 企業債等償還金 

企業債等償還金は１８８億１，７０９万円で，内訳は企業債の元金償還１７２億７，２５１ 

万円，権利金・保証金の返還２億２，３６０万円及び基金借入金の元金償還１２億９，７８５

万円である。権利金・保証金の返還の減等により２０億７，４４５万円の不用額を生じたため，

執行率は９０．１％となっている。 
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(単位　金額：千円，比率：％）

1 38,723,808 100.0 28,889,773 100.0 427,200 △ 9,834,035 74.6

(1) 9,731,000 25.1 7,291,754 25.2 － △ 2,439,246 74.9

(2) 7,198,699 18.6 3,971,061 13.7 105,000 △ 3,227,638 55.2

(3) 6,822,802 17.6 6,326,879 21.9 316,450 △ 495,923 92.7

(4) 2,391,000 6.2 702,400 2.4 － △ 1,688,600 29.4

(5) 1,379,724 3.6 2,332,041 8.1 － 952,317 169.0

(6) 4,101,657 10.6 1,213,701 4.2 － △ 2,887,956 29.6

(7) 7,098,926 18.3 7,051,937 24.4 5,750 △ 46,989 99.3

1 44,888,000 100.0 34,898,231 100.0 3,491,800 6,497,969 77.7

(1) 18,264,369 40.7 13,415,150 38.4 3,491,800 1,357,419 73.4

ア 4,383,000 9.8 1,230,200 3.5 3,132,800 20,000 28.1

イ 452,000 1.0 413,000 1.2 39,000 － 91.4

ウ 670,000 1.5 661,083 1.9 － 8,917 98.7

エ 11,236,500 25.0 9,903,596 28.4 320,000 1,012,904 88.1

オ 135,000 0.3 112,000 0.3 － 23,000 83.0

カ 379,165 0.8 103,777 0.3 － 275,388 27.4

キ 423,704 0.9 423,704 1.2 － 0 100.0

ク 585,000 1.3 567,790 1.6 － 17,210 97.1

(2) 5,732,089 12.8 2,665,988 7.6 － 3,066,101 46.5

ア 5,732,089 12.8 2,665,988 7.6 － 3,066,101 46.5

(3) 20,891,542 46.5 18,817,092 53.9 － 2,074,450 90.1

　備考：１　予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

　　　  ２　資本的収入の翌年度繰越額に係る財源充当額は，決算額の内書である。

第　３　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

予　算　額 決　算　額 翌 年 度 繰 越
額 に 係 る
財 源 充 当 額
又 は 翌 年 度
繰 越 額

予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執行率
(B/A

× 100)金　額
（Ａ）

構 成
比 率

金　額
（Ｂ）

構 成
比 率

資 本 的 収 入

企 業 債

項　　　　目

組 入 金

他 会 計 繰 入 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

企 業 債 等 償 還 金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

港 湾 環 境 整 備 費

港 湾 直 轄 事 業 費 負 担 金

埋 立 費

関 連 建 設 改 良 費

基 金 造 成 費

港 湾 建 設 費

投 資

雑 収 入

其 他 建 設 改 良 費

土 地 等 購 入 費

荷 役 機 械 整 備 費

 

３ 経 営 成 績             

 ⑴ 損 益 状 況        

   損益状況の推移をみると，第４表のとおりである。 

   当年度は，収益１８９億７，６５４万円に対し費用２１５億７，１４９万円で，差引 

２５億９，４９５万円の経常損失となっている。これに特別損益を加減した当年度純損失は１５億

６，２０３万円であり，さらに，前年度からの繰越欠損金を加えた当年度未処理欠損金は４１０億

３，１０６万円となっている。 

なお，特別利益は土地売却益，特別損失はクレーンの売却に係る固定資産売却損である。 

 前年度と比べると，収益が３億６，００２万円（１．９％）減少し，費用が５億３，５２３万円

（２．４％）減少した結果，経常損失は１億７，５２１万円の収支改善となっている。営業収支比

率は１０７．５％，経常収支比率は８８．０％であり，前年度に比べ営業収支比率は０．２ポイン

ト上昇し，経常収支比率も０．５ポイント上昇している。 
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 ⑵ 収 益        

  ア 営 業 収 益        

    営業収益は１４０億８，８９０万円で，前年度に比べ１，１５２万円（０．１％）減少してい

る。 

    「使用料」は６４億４，６３５万円で，収益の３４．０％を占めている。ふ頭用地使用料や上

屋使用料を減額改定したことやクレーンの休止に伴う荷役機械使用料の減等により，前年度に比

べて５億１，３４２万円（７．４％）減少している。 

    「賃貸料」は５８億５，６０６万円で，収益の３０．９％を占めている。摩耶地区及び新港東

地区を今年度より計上したため前年度に比べ５億１，９１０万円（９．７％）増加している。 

    「その他収益」は１７億８，６４８万円で，入港料，水域占用料及び旅客施設使用料等であり，

ヨットハーバー使用料等の減により前年度に比べ１，７２０万円（１．０％）減少している。 

  イ 営 業 外 収 益        

    営業外収益は４８億８，７６３万円で，前年度に比べ３億４，８４９万円（６．７％）減少し

ている。 

    「受取利息及配当金」は１４億２，７９２万円で，主として公社等への貸付金利子であり，公

社への貸付残高の減少等により，前年度に比べ２億６７７万円（１２．６％）減少している。 

    「他会計補助金」は２３億５，３６４万円で，災害復旧債による取得固定資産の減価償却費や

支払利息等に係る一般会計補助金であり，支払利息の減により，前年度に比べ８，８５６万円 

（３．６％）減少している。 

    「その他収益」は１１億６０６万円で，企業債支払利息に係る新都市整備事業会計負担金等で

あり，前年度に比べ５，３１４万円（４．６％）減少している。 

 ⑶ 費 用        

  ア 営 業 費 用        

    営業費用は１３１億９９３万円で，前年度に比べ３，５８９万円（０．３％）減少している。 

    「運営経費」は４１億６０１万円で，修繕引当金を積み立てたことによる施設保繕費等の増が

あったものの，委託料の減や料金改定に伴う財務省納付金の減により，前年度に比べ５億２９７

万円（１０．９％）減少している。 

    「人件費」は１５億６，２７０万円で，損益勘定支弁職員に係る人件費であり，前年度に比べ

５，７４３万円（３．５％）減少している。 

    「減価償却費」は７４億３，１２５万円で，前年度に比べ５億１，４７５万円（７．４％）増

加している。 

  イ 営 業 外 費 用        

    営業外費用は８４億６，１５５万円で，前年度に比べ４億９，９３４万円（５．６％）減少し

ている。 
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    「支払利息及企業債取扱諸費」は８３億７，１５０万円で，企業債利息及び基金借入金利息等

であり，費用の３８．８％を占めており，前年度に比べ４億５，５９７万円（５．２％）減少し

ている。 

 

(A) 18,976,540 100.0 △ 360,021 △ 1.9 19,336,561 100.0 △ 1,651,563 △ 7.9

(a) 14,088,904 74.2 △ 11,528 △ 0.1 14,100,432 72.9 △ 543,780 △ 3.7

使 用 料 6,446,356 34.0 △ 513,428 △ 7.4 6,959,784 36.0 △ 1,462 0.0

賃 貸 料 5,856,060 30.9 519,100 9.7 5,336,960 27.6 △ 596,998 △ 10.1

そ の 他 収 益 1,786,488 9.4 △ 17,201 △ 1.0 1,803,689 9.3 54,682 3.1

4,887,637 25.8 △ 348,491 △ 6.7 5,236,128 27.1 △ 1,107,784 △ 17.5

受取利息及配当金 1,427,927 7.5 △ 206,778 △ 12.6 1,634,705 8.5 △ 210,099 △ 11.4

他 会 計 補 助 金 2,353,644 12.4 △ 88,568 △ 3.6 2,442,212 12.6 △ 84,795 △ 3.4

そ の 他 収 益 1,106,066 5.8 △ 53,145 △ 4.6 1,159,211 6.0 △ 812,891 △ 41.2

(B) 21,571,497 100.0 △ 535,231 △ 2.4 22,106,728 100.0 △ 1,792,340 △ 7.5

(b) 13,109,938 60.8 △ 35,890 △ 0.3 13,145,828 59.5 △ 1,378,424 △ 9.5

運 営 経 費 4,106,019 19.0 △ 502,974 △ 10.9 4,608,993 20.8 △ 208,845 △ 4.3

人 件 費 1,562,706 7.2 △ 57,431 △ 3.5 1,620,137 7.3 △ 982,387 △ 37.7

減 価 償 却 費 7,431,252 34.4 514,758 7.4 6,916,494 31.3 △ 100,631 △ 1.4

資 産 減 耗 費 9,961 0.0 9,757 4,782.8 204 0.0 △ 86,560 △ 99.8

8,461,559 39.2 △ 499,341 △ 5.6 8,960,900 40.5 △ 413,916 △ 4.4

支払利息及企業債
取 扱 諸 費

8,371,502 38.8 △ 455,975 △ 5.2 8,827,477 39.9 △ 460,233 △ 5.0

繰 延 勘 定 償 却 － － － － － － △ 34,125 皆減

雑 支 出 90,057 0.4 △ 43,366 △ 32.5 133,423 0.6 80,442 151.8

△ 2,594,956 － 175,212 － △ 2,770,168 － 140,776 －

1,057,913 － 1,057,913 皆増 － － △ 8,304 皆減

24,992 － △ 83,559 △ 77.0 108,551 － 108,551 皆増

△ 1,562,035 － 1,316,684 － △ 2,878,719 － 23,921 －

△ 39,469,028 － △ 2,878,719 － △ 36,590,309 － △ 2,902,640 －

△ 41,031,063 － △ 1,562,035 － △ 39,469,028 － △ 2,878,719 －

107.5 － 0.2 － 107.3 － 6.5 －

88.0 － 0.5 － 87.5 － △ 0.3 －

　　　２　営業外収益の「その他収益」は，国庫補助金，委託金，雑収益である。

備考：１　営業収益の「その他収益」は，入港料，港湾環境整備負担金，水域占用料，其他営業収益である。

金   額
対前年度
増減率

構成
比率

経 常 損 益 (C=A-B)

項     目

営 業 収 支 比 率 (a/b × 100)

経 常 収 支 比 率 (A/B × 100)

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
（ △ 繰 越 欠 損 金 ） (G)

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 )(F+G)

対前年度
増　減

当 年 度 純 損 益 (F=C+D-E)

対前年度
増減率

金   額

収 益

営 業 収 益

特 別 利 益 (D)

特 別 損 失 (E)

営 業 外 収 益

第　４　表　　　損　　　益　　　状　　　況　　　の　　　比　　　較　　　（そ　の　１）　　　

費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

構成
比率

平　　成　　15　　年　　度 平　　成　　14　　年　　度

対前年度
増　減

(単位　金額：千円，比率：％)

 



 － 34 －

 ⑷ 事業別損益状況 

   事業別に損益状況の推移をみると，第５表のとおりである。 

 「港湾管理事業」は，経常収益１６１億３，４０２万円に対して経常費用１７１億９２６万円で，

経常損失は９億７，５２３万円となっている。使用料が減少したものの，財務省納付金や支払利息

等が減少したため，前年度に比べ１億３，５５５万円の収支改善となっている。 

 土地の売却益１０億５，７９１万円の特別利益を計上し，当年度純利益は８，２６７万円となっ

ており，前年度に比べ１１億９，３４７万円の収支改善となっている。 

 「港湾施設運営事業」は，経常収益２８億４，２５１万円に対して経常費用４４億６，２２３万

円で，経常損失は１６億１，９７１万円となっている。減額改定による上屋使用料の減，休止によ

る荷役機械使用料の減等による収益の減少があったものの，補修工事等の減に伴い費用が減少した

ため，前年度に比べ３，９６５万円の収支改善となっている。 

 クレーンの売却損により２，４９９万円の特別損失を計上し，当年度純損失は１６億４，４７０

万円となっており，前年度に比べ１億２，３２１万円の収支改善となっている。 

   項　目

経 常 収 益 16,134,022 △ 219,006 △ 1.3 16,353,028 △ 1,594,673 △ 8.9

営 業 収 益 11,372,764 131,766 1.2 11,240,998 △ 508,793 △ 4.3

営業外収益 4,761,258 △ 350,773 △ 6.9 5,112,031 △ 1,085,879 △ 17.5

経 常 費 用 17,109,262 △ 354,564 △ 2.0 17,463,826 △ 1,356,032 △ 7.2

営 業 費 用 9,760,472 70,205 0.7 9,690,267 △ 1,035,990 △ 9.7

営業外費用 7,348,789 △ 424,770 △ 5.5 7,773,559 △ 320,041 △ 4.0

経 常 損 益 △ 975,239 135,558 － △ 1,110,797 △ 238,641 －

特 別 利 益 1,057,913 1,057,913 皆増 － △ 8,304 皆減

当年度純損益 82,674 1,193,471 － △ 1,110,797 △ 246,945 －

   項　目

経 常 収 益 2,842,518 △ 141,014 △ 4.7 2,983,532 △ 56,890 △ 1.9

営 業 収 益 2,716,140 △ 143,295 △ 5.0 2,859,435 △ 34,986 △ 1.2

営業外収益 126,378 2,281 1.8 124,097 △ 21,905 △ 15.0

経 常 費 用 4,462,235 △ 180,668 △ 3.9 4,642,903 △ 436,308 △ 8.6

営 業 費 用 3,349,465 △ 106,096 △ 3.1 3,455,561 △ 342,434 △ 9.0

営業外費用 1,112,770 △ 74,571 △ 6.3 1,187,341 △ 93,875 △ 7.3

経 常 損 益 △ 1,619,717 39,654 － △ 1,659,371 379,417 －

特 別 損 失 24,992 △ 83,559 △ 77.0 108,551 108,551 皆増

当年度純損益 △ 1,644,709 123,213 － △ 1,767,922 270,866 －

第　５　表　　　損　　益　　状　　況　　の　　比　　較　　（そ　の　２）

金    額

金    額

対前年度
増　　減

金    額

平　成　15　年　度 平　成　14　年　度

対前年度
増減率

対前年度
増減率

港 湾 管 理 事 業

港 湾 施 設 運 営 事 業

対前年度
増　　減

対前年度
増　　減

平　成　15　年　度 平　成　14　年　度

(単位　金額：千円，比率：％）

金    額

対前年度
増減率

対前年度
増減率

対前年度
増　　減
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４ 財 政 状 態        

  平成１５年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第６表のとおりである。 

  以下，主な項目について述べる。 

 ⑴ 資 産        

   資産総額は１兆６９８億６，１４７万円で，前年度末に比べ１６億９，３４４万円（０．２％）

増加している。 

  ア 固 定 資 産        

    固定資産は１兆６４９億８，２８３万円で，前年度末に比べ８億１，８８６万円（０．１％）

増加している。 

   (ｱ) 有形固定資産        

     有形固定資産は９，０３７億３，２５７万円で，前年度末に比べ７７億７，７５８万円 

（０．９％）増加している。 

     「土地」は１，７３１億９，１７３万円で，前年度末に比べ９１億９，１５４万円（５．６％）

増加している。これは売却により減少したものの，ポートアイランドコンテナバース再開発に

係る港湾関連用地等を取得したことや，東部臨海部地区緑地用地を寄附受納したことによる。 

「建物」は３８７億６，０６５万円で，前年度末に比べ８億９，２１９万円（２．３％）減

少している。これは，神戸港海員厚生会館を除却したことや，減価償却による減があったこと

による。 

     「構築物」は４，０８４億６，６０８万円で，前年度末に比べ３２億６，５４８万円（０．８％）

減少している。これは，中突堤・高浜緑地歩道橋等の増があったものの，減価償却等による減

があったことによる。 

「機械及び装置」は１２０億７，６３５万円で，前年度末に比べ５億８，７２２万円 

（４．６％）減少している。これは，減価償却による減及びガントリークレーンを売却したこ

とによる。 

     「建設仮勘定」は２，６５４億６，２６０万円で，前年度末に比べ３８億９，２７２万円 

（１．５％）増加している。これは，ポートアイランド港湾関連用地等９２億７，３０７万円

を本勘定へ振替えたものの，六甲アイランド南やポートアイランド（第２期）事業費等を新た

に計上したことにより１３１億６，５８０万円増加したことによる。 

  (ｲ) 無形固定資産        

無形固定資産は５７５億２，６９０万円で，前年度末に比べ４，７１２万円（０．１％）減

少している。これは，ポートアイランド（第２期）岸壁を施設利用権に振替えたものの，減価

償却による減があったことによる。 
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 (ｳ) 投 資        

投資は１，０３７億２，３３４万円で，前年度末に比べ６９億１，１５９万円（６．２％）

減少している。 

「長期貸付金」は７６５億２，６６８万円で，前年度末に比べ５６億３，３０７万円 

（６．９％）減少している。これは，公社等より返還があったことによる。 

「基金」は１５０億８３万円で，前年度末に比べ１２億７，６８２万円（７．８％）減少し

ている。これは，権利金収入等の組入金や基金収入等により２６億６，５９８万円の造成があ

ったものの，ポートアイランド（第２期）事業等に係る建設改良，権利金・保証金返還及び企

業債元金償還等で３９億４，２８１万円の取崩しを行ったことによる。 

  イ 流 動 資 産        

    流動資産は４８億７，８６４万円で，前年度末に比べ８億７，４５８万円（２１．８％）増加

している。これは主として，「未収金」は減少したものの，「現金預金」が増加したことによる。 

 ⑵ 負 債        

   負債総額は１８７億６，７６１万円で，前年度末に比べ１９億６，６９４万円（１１．７％）増

加している。 

  ア 固 定 負 債        

    固定負債は６２億２，５０９万円で，修繕引当金の取崩し等により前年度末に比べ９，００６

万円（１．４％）減少している。 

  イ 流 動 負 債        

    流動負債は１２５億４，２５２万円で，前年度末に比べ２０億５，７００万円（１９．６％）

増加している。これは主として，「未払金」の増加による。 

 ⑶ 資 本        

   資本総額は１兆５１０億９，３８５万円で，前年度末に比べ２億７，３４９万円（０．０％）減

少している。 

  ア 資 本 金        

    資本金は５,０９５億３，９３６万円で，前年度末に比べ４８億６，１７４万円（０．９％）減

少している。 

       「自己資本金」は１，１３６億４，７７４万円で，一般会計補助金を受け入れたことにより，

前年度末に比べ６３億２，６８７万円（５．９％）増加している。 

   「借入資本金」は３，９５８億９，１６１万円で，前年度末に比べ１１１億８，８６２万円 

（２．７％）減少している。これは，企業債の新規発行及び他会計からの新規借入により７３億 

５，５２５万円増加したものの，企業債及び他会計借入金の償還により１８５億４，３８７万円

減少したことによる。 
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  イ 剰 余 金        

    剰余金は５，４１５億５，４４９万円で，前年度末に比べ４５億８，８２４万円（０．９％）

増加している。 

   (ｱ) 資 本 剰 余 金          

資本剰余金は５，８２５億８，５５５万円で，前年度末に比べ６１億５，０２７万円 

（１．１％）増加している。 

     「国庫補助金」は２，７８８億７，３１１万円で，前年度末に比べ６億１，９８３万円 

（０．２％）増加している。これは主として，新交通ポートアイランド線延伸事業やポートア

イランド（第２期）島内道路整備等に係る国庫補助金を受け入れたことによる。 

「受贈財産評価額」は３６０億８，４３７万円で，前年度末に比べ３８億９，３０２万円 

（１２．１％）増加している。これは主として，東部臨海部地区緑地用地等の寄附及び無償譲

渡を受けたことによる。 

「工事負担金」は５９０億９１０万円で，前年度末に比べ１１億９，０１８万円（２．１％）

増加している。これは，新都市整備事業会計から六甲アイランド事業及びポートアイランド（第

２期）事業に係る負担金を受け入れたことによる。 

 「その他資本剰余金」は１，９３０億６，３２５万円で，前年度末に比べ４億８，２３２万

円（０．３％）増加している。これは，土地賃貸借契約解約に伴う権利金同等額等の支払いが

あったものの，賃貸料や権利金収入等の組入金や基金収入等を計上したことによる。 

   (ｲ) 欠 損 金        

欠損金は，当年度純損失１５億６，２０３万円と前年度繰越欠損金３９４億６，９０２万円

とを合わせ，当年度未処理欠損金は４１０億３，１０６万円となっている。 
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1,069,861,476 100.0 1,068,168,027 100.0 1,693,449 0.2

Ⅰ 1,064,982,830 99.5 1,064,163,964 99.6 818,866 0.1

1 903,732,577 84.5 895,954,988 83.9 7,777,589 0.9

(1) 173,191,737 16.2 164,000,196 15.4 9,191,541 5.6

(2) 38,760,659 3.6 39,652,851 3.7 △ 892,192 △ 2.3

(3) 3,413,762 0.3 3,737,890 0.3 △ 324,128 △ 8.7

(4) 408,466,088 38.2 411,731,573 38.5 △ 3,265,485 △ 0.8

(5) 12,076,359 1.1 12,663,584 1.2 △ 587,225 △ 4.6

(6) 24,506 0.0 33,237 0.0 △ 8,731 △ 26.3

(7) 499,272 0.0 611,158 0.1 △ 111,886 △ 18.3

(8) 1,837,586 0.2 1,954,617 0.2 △ 117,031 △ 6.0

(9) 265,462,609 24.8 261,569,881 24.5 3,892,728 1.5

２ 57,526,909 5.4 57,574,037 5.4 △ 47,128 △ 0.1

(1) 57,525,338 5.4 57,572,466 5.4 △ 47,128 △ 0.1

(2) 1,571 0.0 1,571 0.0 0 0.0

３ 103,723,344 9.7 110,634,939 10.4 △ 6,911,595 △ 6.2

(1) 3,337,750 0.3 3,337,750 0.3 0 0.0

(2) 8,848,900 0.8 8,848,900 0.8 0 0.0

(3) 76,526,681 7.2 82,159,754 7.7 △ 5,633,073 △ 6.9

(4) 15,000,838 1.4 16,277,660 1.5 △ 1,276,822 △ 7.8

(5) 9,175 0.0 10,875 0.0 △ 1,700 △ 15.6

Ⅱ 4,878,647 0.5 4,004,063 0.4 874,584 21.8

１ 2,860,164 0.3 874,938 0.1 1,985,226 226.9

２ 2,017,484 0.2 3,128,066 0.3 △ 1,110,582 △ 35.5

３ 999 0.0 1,059 0.0 △ 60 △ 5.7

1,069,861,476 100.0 1,068,168,027 100.0 1,693,449 0.2

18,767,619 1.8 16,800,671 1.6 1,966,948 11.7

Ⅰ 6,225,095 0.6 6,315,157 0.6 △ 90,062 △ 1.4

1 54,960 0.0 81,458 0.0 △ 26,498 △ 32.5

２ 4,343,442 0.4 4,407,005 0.4 △ 63,563 △ 1.4

(1) 4,073,375 0.4 4,136,939 0.4 △ 63,564 △ 1.5

(2) 270,066 0.0 270,066 0.0 0 0.0

３ 1,826,694 0.2 1,826,694 0.2 0 0.0

Ⅱ 12,542,523 1.2 10,485,514 1.0 2,057,009 19.6

１ 10,253,630 1.0 8,595,717 0.8 1,657,913 19.3

２ 7,637 0.0 － － 7,637 皆増

３ 2,281,256 0.2 1,889,797 0.2 391,459 20.7

1,051,093,858 98.2 1,051,367,355 98.4 △ 273,497 0.0

Ⅰ 509,539,365 47.6 514,401,107 48.2 △ 4,861,742 △ 0.9

１ 113,647,746 10.6 107,320,867 10.0 6,326,879 5.9

２ 395,891,619 37.0 407,080,240 38.1 △ 11,188,621 △ 2.7

(1) 382,263,824 35.7 392,182,839 36.7 △ 9,919,015 △ 2.5

(2) 13,627,795 1.3 14,897,401 1.4 △ 1,269,606 △ 8.5

Ⅱ 541,554,493 50.6 536,966,248 50.3 4,588,245 0.9

１ 582,585,556 54.5 576,435,277 54.0 6,150,279 1.1

(1) 2,668,566 0.2 2,668,566 0.2 0 0.0

(2) 278,873,114 26.1 278,253,276 26.0 619,838 0.2

(3) 36,084,373 3.4 32,191,347 3.0 3,893,026 12.1

(4) 59,009,100 5.5 57,818,917 5.4 1,190,183 2.1

(5) 12,887,147 1.2 12,922,238 1.2 △ 35,091 △ 0.3

(6) 193,063,257 18.0 192,580,933 18.0 482,324 0.3

２ △ 41,031,063 △ 3.8 △ 39,469,028 △ 3.7 △ 1,562,035 －

(△1,562,035) － (△2,878,719) － (1,316,684) －

備考：１　有形固定資産の減価償却累計額は，61,734,155千円である。

　　　２　控除対象外消費税額は，資産に計上している。

前 受 金

前 払 費 用

欠 損 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

再 評 価 積 立 金

国 庫 補 助 金

預 り 金

資 本

資 本 金

第　６　表　　　港　　湾　　事　　業　　会　　計　　比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

(単位  金額:千円，比率:％）

金　　額
（Ａ）

構成
比率

金　　額
（Ｂ）

構成
比率

資 産

固 定 資 産

対前年度
増減率

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

平成14年度末平成15年度末

構 築 物

機 械 及 装 置

車 両 及 運 搬 具

有 形 固 定 資 産

土 地

投 資

科        目

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

建 物

建 物 附 属 設 備

船 舶

工 具 器 具 及 備 品

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

企 業 債

他 会 計 借 入 金

そ の 他 投 資

基 金

出 資 金

引 当 金

修 繕 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

現 金 預 金

流 動 資 産

未 収 金

（うち当年度純損失）

負 債

負 債 及 び 資 本

企 業 債

固 定 負 債

剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 固 定 負 債

流 動 負 債

未 払 金
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⑷ キャッシュ・フローの状況 

  当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第７表のとおりである。 

  営業活動において，減価償却費及び未払金の増等により，７９億６，９８１万円のキャッシュを

生み出し，財務活動において，企業債の発行及び他会計補助金等によりキャッシュを調達したが，

企業債の償還などに充てたため，差し引き３２億５，８４８万円のキャッシュを使用した。また，

投資活動において，建設改良費などに２７億２，６１０万円のキャッシュを使用した。 

  この結果，平成１５年度末の現金預金残高は，前年度末に比べ１９億８，５２２万円増加し，

２８億６，０１６万円となっている。 

(単位　金額：千円） 　

Ⅰ 7,969,815 5,286,673 2,683,142

　当 年 度 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） △ 1,562,035 △ 2,878,719

　減 価 償 却 費 7,431,252 6,916,494

固 定 資 産 除 却 損 （ 減 耗 ） 9,581 204

企 業 債 発 行 差 金 4,491 18,145

固 定 資 産 売 却 益 ( 特 別 利 益 ） △ 1,042,554 0

固 定 資 産 売 却 損 ( 特 別 損 失 ） 24,992 108,551

未 収 金 の 増 減 1,110,582 △ 872,367

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 60 7,306

修 繕 引 当 金 の 増 減 △ 63,564 △ 129,069

未 払 金 の 増 減 1,657,913 1,859,279

そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 399,096 256,849

Ⅱ △ 2,726,100 △ 10,562,730 7,836,630

　建 設 改 良 費 △ 13,415,150 △ 18,777,052

投 資 △ 2,665,988 △ 5,109,459

他 会 計 繰 入 金 3,971,061 5,197,221

　財 産 収 入 2,332,041 1,311,340

　雑 収 入 7,051,937 6,815,220

Ⅲ △ 3,258,489 3,901,743 △ 7,160,232

企 業 債 収 入 7,291,754 12,793,638

他 会 計 補 助 金 6,326,879 4,540,944

国 庫 支 出 金 702,400 520,000

組 入 金 1,213,701 2,017,075

企 業 債 等 償 還 金 △ 18,817,092 △ 16,027,667

　消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 23,870 57,754

Ⅳ 1,985,227 △ 1,374,314 3,359,541

Ⅴ 874,938 2,249,252 △ 1,374,314

Ⅵ 2,860,164 874,938 1,985,226

備考：１　本表は間接法により作成している。

  　雑収入については，その主たる内容によって区分している。

　　　３　未収金の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれぞれの資産の減少

　 　　を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

現 金 預 金 期 首 残 高

現 金 預 金 期 末 残 高

　　　２　項目は，原則として損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

営業活動に係るキャッシュ・フロー

投資活動に係るキャッシュ・フロー

財務活動に係るキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

第　７　表　　　キ　ャ　ッ　シ　ュ ・ フ　ロ　ー　計　算　書

項　　　　目 平成15年度 平成14年度 対前年度増減
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５ ま と め        

 業務面では，人・物・情報が集まる総合的な交流拠点として２１世紀の国際港湾という役割を持続

するため，ポートアイランドで既設コンテナバースの再開発を行うとともに，東部臨海部地区ではハ

ーバーウォーク等の整備を行い，ウォーターフロントの創造に取り組んだ。 

ソフト面でも神戸港の活性化を図り，競争力を更に強化するため，スーパー中枢港湾の実現に向け

て取組みを進めるとともに，ポートセールスの強化や企業誘致を推進し，更に，神戸港ＩＴ調査研究

会を開催するなど，神戸港の情報化においても，港湾物流情報プラットフォームの推進・具体化に向

けた取り組みを行った。     
平成１５年の入港船舶数は前年に比べ０．８％減少，総取扱貨物量は前年に比べ０．２％増加して

いる状況であるが，国内外の港間競争の激化や日本経済の長引く不況により，平成６年との比較では，

それぞれ４６．６％，４６．１％となり，震災前の半分以下の水準になっている。 

経営面では，当年度純損失は１５億円で，前年度に比べ１３億円の収支改善となっている。これは

主として，運営経費や支払利息の減等による費用の減少額が，受取利息の減及び使用料の減額改定の

実施等による収益の減少額を上回ったことと土地売却に伴う特別利益による。 

しかし，前年度からの繰越欠損金３９４億６千万円と合わせた当年度未処理欠損金は４１０億３千

万円にのぼり，資金面でも８０億９千万円の不良債務を生じ，経営状況はますます厳しさを増してい

る。 

 今後，不良債務の拡大を防ぐために，スーパー中枢港湾の指定を受けたことを活用して船舶，貨物

の誘致を進めるとともに，土地処分の推進等による収入の増加に力を注ぎ，併せて個別事業ごとに事

業内容に則した経費削減方法を検討し，具体化するなど，収支の均衡に向けて最大限の努力を払い，

更なる経営効率化及び経営改善に取り組まれるよう希望する。 

参考資料　 経　　営 　分 　析 　表

平成15年度 平成14年度 平成13年度

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 99.54 99.63 99.58

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 61.24 60.32 60.22

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 102.04 102.05 101.92

(4) 流 動 比 率 38.90 38.19 53.93

(5) 現 金 預 金 比 率 22.80 8.34 26.87

(6) 負 債 比 率 61.21 63.48 63.56

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 △ 0.15 △ 0.27 △ 0.27

(8) 自 己 資 本 利 益 率 △ 0.24 △ 0.45 △ 0.46

(9) 営 業 利 益 対 営 業 収 益 比 率 6.95 6.77 0.82

そ　　の　　他

(10) 総 資 本 回 転 率 0.02 0.02 0.02

(11) 自 己 資 本 回 転 率 0.03 0.03 0.04

(12) 企業債償還額対償還財源比率 294.29 319.43 274.84

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，143ページ参照。  


